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第 1 節 先行研究と研究目的 








ハウ（Irving Howe）の World of Our Fathers は、アメリカへ移住するまでの東欧系
ユダヤ人の状況、ニューヨークにおけるかれらの生活や文化を詳細に描いた大作であ
り、アメリカのユダヤ人研究を代表する良書である（Howe 1976）。また、リシン（Moses 




多くみられる。ハイアム（John Higham）の Send These to Me: Jews and Other 
Immigrants in Urban America やコワン等（Neil M. Cowan and Ruth Schwartz 
Cowan）による Our Parents' Lives: The Americanization of Eastern European Jews










チハシ（Yamato Ichihashi）の Japanese in the United States: A Critical Study of the 
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Problems of the Japanese Immigrants and Their Children は、ハワイへの移住から
1930 年代初頭までのアメリカにおける日系人の生活を詳細に描写しており、統計資料
なども充実している（Ichihshi [1932]1969）。イチオカ（Yuji Ichioka）の The Issei: 
The World of the First Generation Japanese Immigrant, 1885-1924 は、アメリカの
日系人研究の草分け的な研究であり、特に日系一世の世界に焦点をあてている
（Ichioka 1988）。また、キタノ（Harry H. L. Kitano）は、Japanese Americans: The 
Evolution of a Subculture において、強制収容前後の日系人社会を社会学的な視点か
ら描写している（Kitano 1969）。さらに、アメリカの日系人の排斥に関する研究も多
くみられる。ダニエルズ（Roger Daniels）は The Politics of Prejudice: The 
Anti-Japanese Movement in California, and the Struggle for Japanese Exclusion
において、カリフォルニアの排日運動の発展を考察し、ウェグリン（Michi Weglyn）
は Years of Infamy: The Untold Story of America's Concentration Camps において
戦時転住局（War Relocation Authority, WRA）に焦点をあて、強制収容について考







































































































































（Liebman 1973, 149-150）。また、コーン（Werner Cohn）は、ユダヤ人のリベラリ
ズムは、ヨーロッパのユダヤ人による解放というものに対する反応がもとになってい




























しかし、リップマン（Walter Lippmann）が 1910 年代に革新主義者たちがリベラリ
ズムという言葉を用いていたと指摘するように、リベラリズムの起源は革新主義時代
にまでさかのぼるとされる（Lippmann 1919, 150）。よって、本研究では、リップマ












第 2 章では、20 世紀初頭の日系人の排斥、その中でも特に 1906 年に起こったサン
フランシスコ日本人学童隔離事件（Segregation of Japanese Children in San 
Francisco、以下、学童隔離事件）、1913 年に制定されたカリフォルニア州外国人土地
法（California Alien Land Law of 1913、以下、1913 年外国人土地法）、そして、1924






ず、アイゼンバーグの著書 The First to Cry Down Injustice?: Western Jews and 
























第 1 章 アメリカのユダヤ人と日系人 
 









人口の割合は、わずか 2％から 4％を推移していたことがこの表からわかる。 
 
表 1 アメリカの総人口とユダヤ人人口の推移           （単位: 人） 
出典: American Jewish Year Book. 1938, p.541; 1946, p.604; 1968, p.284; 1988, 
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表 2 アメリカへの総移民数とユダヤ系移民数の推移                   （単位: 人） 
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団よりも高い傾向にあったことを指摘することができる。表 3 と表 4 は、1899 年か
ら 1910 年にアメリカへ移住した地域別の移民数ならびにユダヤ系移民数を示したも
のである。表 3 ならびに表 4 における「北大西洋諸州」が、首都ワシントンやニュー
ヨーク市といったアメリカ東部の大都市を含んだ地域にあたる。表 3 より、アメリカ




さらに、表 5 は、1899 年から 1910 年にアメリカへ移住したユダヤ系移民の州別の
移民数を示したものである。 
 
表 3 1899 年から 1910 年にアメリカへ移住した地域別移民数    （単位: 人） 
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表 4 1899 年から 1910 年にアメリカへ移住した地域別ユダヤ系移民数（単位: 人） 
 
出典: Joseph. 1914, p.196より作成. 
 
表 5 1899 年から 1910 年にアメリカへ移住した州別ユダヤ系移民数  （単位: 人） 
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 表 5 より、ユダヤ系の移民の多くが北大西洋諸州、その中でも特にニューヨーク州
を目指したことが明らかである。 
ユダヤ人は、高等教育機関に占める在籍率が高く、職種としては専門職に集中する
など社会的上昇率が高い傾向にあった。表 6 は、1918 年から 1919 年までのアメリカ
の主要大学におけるユダヤ人学生数と割合を示したものである。  
 






歯科口腔外科大学 ニューヨーク州 477 人  589 人  80.9% 
ニ ュ ー ヨ ー ク 市 立 大 学             
シティ・カレッジ 
ニューヨーク州 1,544 人  1,961 人  78.7% 
ロングアイランド医科大学 ニューヨーク州 189 人  343 人  55.1% 
ニューヨーク大学 ニューヨーク州 2,532 人  5,536 人  47.5% 
ニ ュ ー ヨ ー ク 市 立 大 学           
ハンター・カレッジ 
ニューヨーク州 502 人  1,295 人  38.7% 
コロンビア大学 ニューヨーク州 1,475 人  6,943 人  21.2% 
ブラウン大学 ロードアイランド州 34 人  1,140 人  2.9% 
コーネル大学 ニューヨーク州 317 人  3,505 人  9.1% 
ダートマス大学 ニューハンプシャー州 33 人  1,173 人  2.8% 
ハーヴァード大学 マサチューセッツ州 385 人  3,843 人  10% 
ペンシルヴェニア大学 ペンシルヴェニア州 596 人  4,172 人  14.5% 
プリンストン大学 ニュージャージー州 30 人  1,142 人  2.6% 






























































の約 80％が市民権を獲得していた（Eisenberg et al. 2009, 83）。くわえて、西部のユ


















































19 世紀末から 1930 年までのアメリカへの日本人移民数の推移を示したものである。 
 
表 7 アメリカへの日本人移民数の推移                （単位: 人） 
 
出典: 外務省領事移住部. 1971, p.144 をもとに作成. 
 
20 世紀初頭まではアメリカ本土よりもハワイへの移民数が多いが、1910 年代に入
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る。20 世紀初頭に約 85,000 人だったその人口は、1980 年には 700,000 人を超えてい
る。 
 
表 8 アメリカの日系人人口の推移                （単位: 人） 
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表 9 アメリカの日系人の人口分布                （単位: 人） 
州 1900 年 1910 年 1940 年 1970 年 1980 年 1990 年 
ハワイ 61,111  79,675  157,905  217,175  239,734  247,486  
カリフォルニア 10,151  41,356  93,717  213,277  268,814  312,989  
ワシントン 5,617  12,929  14,565  20,188  27,389  34,366  
オレゴン 2,501  3,418  4,071  6,213  8,580  11,796  
コロラド 48  2,300  2,734  7,861  10,841  11,402  
ニューヨーク 354 1,247 2,538 19,794 24,754 35,281 
イリノイ 80  285  462  17,645  18,432  21,831 
テキサス 13 340 458 6,216 12,084 14,795 





る日系人も現れた。表 10 は 1905 年から 1913 年までの日系人の農地所有形態毎の土
地の面積を示している。 
 
表 10 1905 年から 1913 年までの日系人の農地所有形態毎の土地面積 （単位: Acres） 
年 土地所有 現金借地 分益小作 契約耕作 総計 
1905 2,442 35,258 19,573 4,775 61,858 
1906 8,671 41,855 24,826 22,100 97,452 
1907 13,815 56,889 48,228 13,359 131,292 
1908 15,114 55,971 57,578 26,138 155,581 
1909 16,449 80,232 57,001 42,276 195,958 
1910 16,980 89,464 50,399 37,898 194,742 
1911 17,765 110,442 62,070 49,443 239,720 
1912 26,571 124,656 56,053 38,473 245,753 
1913 26,707 155,488 50,495 48,997 281,687 




19 世紀末から 1920 年にいたる時期は、日系人の農業が著しい発展を遂げた時代で
あった8。アメリカ渡航者の半数が農業出身者であり、また、農作物を愛育するという





表 11 1920 年から 1990 年の日系アメリカ人の職業分布        （単位: 人） 
職種 1920 年 1930 年 1960 年 1970 年 1990 年 
農業 26,789 25,193 24,318 10,203 12,058 
製造業 6,926 3,977 56,194 77,612 66,869 
専門職 1,295 1,970 26,204 50,083 87,875 
商業 4,879 8,693 56,402 92,109 154,193 
サービス 18,014 14,397 21,625 33,965 131,010 
家政婦・（夫） 12,723 12,009    










のである。日露戦争以降、1906 年の学童隔離事件にはじまり、1913 年および 1920
                                                   
8 19 世紀末から 1920 年ころにいたる 25 年間は日系人の農業の発展が目覚ましく、
生産額は年額 4,000 万ドル、第一次世界大戦末期からその後の数年間は年額 1 億ドル
という膨大な収穫を算出した（新日米新聞社 1961, 30）。 











表 12 アメリカの日系人関連略史（1900－1988 年） 
年 排斥関係事項 
1900 各種労働組合による反日抗議がカリフォルニア州で勃発  
1905 アジア人排斥同盟がサンフランシスコで発足  
1906 サンフランシスコ日本人学童隔離事件の発生  
1908 日本からの移民労働者を制限する日米紳士協定の締結  
1913 13 の州において外国人土地法の制定 
1920 1920 年外国人土地法の制定 
1924 日本からの移民を全面禁止する 1924 年移民法の制定 
1939 第二次世界大戦勃発 
1941 真珠湾攻撃勃発 
1942 大統領令 9066 号の発令と日系人の強制退去ならびに強制収容開始 





1975 大統領令 9066 号の撤回 
1980 強制収容と大統領令 9066 号を調査する戦時民間人転住・収容に関する委員
会の発足 
1983 戦時民間人転住・収容に関する委員会による大統領令 9066 号の不当性報告








 その後、1939 年に第二次世界大戦が勃発し、1941 年の日本軍による真珠湾攻撃を
きっかけとして、アメリカは第二次世界大戦に参戦した。そして、翌 1942 年 2 月、















ない」と語る（ベフ 2002, 141）。日系人部隊はアメリカ軍に貢献し、特に第 442 連
隊戦闘団11はヨーロッパ戦線において活躍をおさめ、多くの勲章を受けたことでも知
られている。なお、このような日系人部隊の編制には日系アメリカ人市民協会
（Japanese American Citizens League, JACL）12もかかわっていた。日系アメリカ
人市民協会は、日系人のアメリカに対する忠誠を証明するために、日系人の徴兵を復
活するよう政府に対し働きかけを行っていた13。このような日系アメリカ人市民協会
                                                   











































第 2 章 20 世紀前半のカリフォルニア州のユダヤ人と日系人  


























考察にあたり、第 1 節ならびに第 2 節ではカリフォルニア州で発行されていたユダ
ヤ系新聞、具体的には、サンフランシスコで発行されていた『エマニュエル』
（Emanu-el）ならびにロサンゼルスで発行されていた『ブネイ・ブリス・メッセン


















により 1920 年代に減少したが、西部では、1890 年代または 1900 年以降に移住がは










し、ユダヤ人のホワイトカラー職従事率は 79.42%であり、非ユダヤ人の 2 倍以上で








サンゼルスに集中していた。表 13 は 20 世紀初頭から第二次世界大戦後までのロサン
ゼルスならびにサンフランシスコのユダヤ人人口の推移を示している。20 世紀初頭に









表 13 ロサンゼルスとサンフランシスコのユダヤ人人口の推移          （単位: 人） 


































表 14 カリフォルニア州の日系人の人口分布            （単位: 人） 
郡 1900 年 1910 年 1920 年 1930 年 1940 年 
アラメダ 1,149 3,266 5,221 5,715 5,167 
コントラコスタ 276 1,009 846 796 829 
フレスノ 598 2,233 5,732 5,280 4,527 
ロサンゼルス 204 8,461 19,911 35,390 36,866 
モントレー 710 1,121 1,614 2,271 2,247 
オレンジ 3 641 1,491 1,613 1,855 
プレイサー 133 862 1,474 1,874 1,637 
サクラメント 1,209 3,874 5,800 8,114 6,764 
サンバーナーディーノ 148 946 533 578 346 
サンディエゴ 25 520 1,431 1,722 1,283 
サンフランシスコ 1,781 4,518 5,358 6,250 5,280 
サンホアキン 313 1,804 4,354 4,339 4,484 
サンマテオ 46 358 663 1,169 1,218 
サンタバーバラ 114 836 930 1,889 2,187 
サンタクララ 284 2,299 2,981 4,320 4,049 
サンタクルーズ 235 689 1,019 1,407 1,301 
トゥーレアリ 48 615 1,602 1,486 1,812 
ベンチュラ 94 872 675 597 672 
合計 7,370 34,951 61,635 84,810 82,524 












（Daniels 1962; Hershey 1907）。また、賀川は、学童隔離事件にサンフランシスコの
アイルランド系が与えた影響をかれらの政治文化を通じて考察し、蓑原は、学童隔離
事件がカリフォルニアの排日運動の原点となり、その後、太平洋戦争に及ぼした影響
を検証している（賀川 1995; 蓑原 1996）。さらに、法学的視点から学童隔離事件を
分析したイオン（Theodore P. Ion）の研究も興味深い（Ion 1907）。 
学童隔離事件の発端は 1905 年 4 月 1 日にさかのぼる。サンフランシスコ市教育委
員会は、日本人学童を東洋人学校に通わせるため、市理事会に対し東洋人学校を拡張
するための予算請求を行ったが、財政難を理由に却下された（蓑原 2002, 16）。しか
し、教育委員会は 1906 年 4 月 18 日に起こったサンフランシスコ大震災による校舎の
崩壊を理由に、日本人学童を東洋人学校に通わせるという決議を採択した。加賀によ
ると、サンフランシスコ市内の公立学校数は、大震災以前には 76 校あり、このうち
31 校が倒壊したが、震災後、仮校舎が 27 校建てられ、ほぼ震災前に近い数を確保す





and Korean Exclusion League）の存在があった（蓑原 2002, 18）。 
では、この学童隔離事件にカリフォルニア州はどのような反応を示していたのであ
ろうか。日本人学童を東洋人学校に通わせるという決議が採択された翌日 1906 年 10
月 12 日にサンフランシスコで発行された『コール』（The Call）には、「サンフラン
シスコ市教育委員会が日本人学童を白人から隔離しなければならないと定めた」とい
う記事が掲載されている（Call 12 October 1906, 11）。興味深いのは、この事件に関
する報道が日を追うごとにサンフランシスコで大きくなっていったことである17。 




17 1906 年 10 月 12 日から 10 月末日の『コール』の記事を確認すると、学童隔離事
件に関する記事はトップページに 1 度も掲載されていないが、11 月に入ると 3 日、そ














た 1906 年 10 月から命令が撤回された 1907 年 3 月とする。また、分析にはサンフラ
ンシスコで発行されていた『エマニュエル』とロサンゼルスで発行されていた『ブネ
イ・ブリス・メッセンジャー』を用いる。 
『エマニュエル』は、1895 年から 1932 年までサンフランシスコで発行されていた
ユダヤ系の英字新聞であり、その発行や編集は、ヤコブ・ヴォアーザンガー（Jacocb 
Voorsanger）によってなされていた。ヴォアーザンガーは、1886 年から 1889 年まで
サンフランシスコのユダヤ教会堂エマニュエルでラビのアシスタントを務め、のち






















イ・ブリス・メッセンジャー』は、創刊から 1913 年 3 月までは隔週紙であったが、























ズ』（The Jewish Times）、『ジューイッシュ・トリビューン』（The Jewish Tribune）、






ズ・ヘブリュー・アソシエーション・ヘラルド』（Young Men’s Hebrew Association 






てみよう。まず、1906 年 12 月 14 日の『エマニュエル』には「ルーズベルト大統領
が日本寄りの見解のために招いた批判から判断すれば、『誠実であること』は最善の政
策ではないと人は考えるだろう」という一文がある（Emanu-el 14 December 1906, 4）。
この「日本寄りの見解」とは、1906 年 12 月 3 日にルーズベルト大統領が特別議会開
会演説の中で、日系人に帰化権を与える可能性について言説したことを指していると
推測され、それに反対している様子がうかがえる。  











                                                   
18 アメリカ議会図書館（https://chroniclingamerica.loc.gov/search/titles/）でアメリ







































































                                                   
19 20 世紀転換期に南・東欧からアメリカへ移住した移民。アメリカへの移民は西欧
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（Frank W. Van Nuys）の研究も興味深い。ヴァン・ナイズは、ジャーナリストであ
るチェスター・ハーベイ・ローウェル（Chester Harvey Rowell）の外国人土地法を
通じた人種的思想を考察している（Van Nuys 1994）。そして、1913 年外国土地法の







1913 年 1 月 6 日にカリフォルニア州議会が開会すると、1 月 13 日から 2 月 4 日ま
での間に外国人土地法案を含む排日法案が多数提出された（外務省 1966, 22‐1）20。
それを受け、3 月 6 日、珍田捨巳駐米大使はカリフォルニア州で外国人土地法が制定
されることのないようトーマス・ウッドロウ・ウィルソン（Thomas Woodrow Wilson）
大統領に協力を求め、ウィルソン大統領側もそのための努力を惜しまないことを伝え
ている。4 月 22 日、ウィルソン大統領は、ハイラム・ウォレン・ジョンソン（Hiram 
Warren Johnson）カリフォルニア州知事に電報を送り、外国人土地法案は日本との










年外国人土地法のもととなった。4 月 24 日にはウィルソン大統領の指示でウィリア
ム・ジェニングス・ブライアン（William Jennnings Bryan）国務長官がカリフォル
ニア州に派遣されるも、5 月 19 日にカリフォルニア州知事が法案に署名し、同年 8
月 10 日から 1913 年外国人土地法は施行された21。その後、カリフォルニア州の外国






れる（蓑原 2002, 38）。 





カリフォルニア州のジョンソン知事が法案に署名した 1913 年 5 月 19 日とその翌日
のアメリカ国内の新聞のトップページをいくつか確認すると、1913 年外国人土地法に
関する記事が掲載されていることを確認することができる。たとえば、カリフォルニ
ア州で発行されていた 1913 年 5 月 20 日の『ロサンゼルス・タイムズ』（Los Angeles 
Times）のトップページには、1913 年外国人土地法をめぐって珍田駐米大使とアメリ
カ政府が行っていた交渉の様子を詳細に描いている記事が掲載されている（Los 
Angeles Times 20 May 1913, 1）。 
                                                   







年 5 月 20 日のトップページに掲載された 1913 年外国人土地法に関する記事では、
1913 年外国人土地法を「不動産所有から日本人を排除すること」と表現している（Call 








1913年 5月 20日のトップページでも 1913年外国人土地法についてふれられており、
珍田駐米大使の抗議に対する返事を東京に送ったという内容の記事が掲載されている
（The Washington Herald 20 May 1913, 1）。ハワイで発行されている『ホノルル・
スター・ブレティン』（Honolulu Star Bulletin）の 1913 年 5 月 19 日のトップペー
ジでも、トップページの半分が 1913 年外国人土地法に関する記事で埋め尽くされて
いる（Honolulu Star Bulletin 19 May 1913, 1）。1913 年外国人土地法は州法である
にもかかわらず、アメリカ本土から遠く離れたハワイの新聞でも取りあげられていた
ことからも、いかにアメリカ国内でこの州法に関心が寄せられていたのかがわかる。 








の法案が出された 1913 年 1 月からこの法律が施行された 1913 年 8 月までとする。 
まず、1913 年外国人土地法にユダヤ人が興味を抱いていたことのわかる記事がいく
つか見受けられる。たとえば、『ブネイ・ブリス・メッセンジャー』の 1913 年 5 月
2 日に掲載されたある討論会の報告記事の一部で、「ジョセフ・アーント（Joseph Arndt）






オ・ヘス（Leo Hess）、そして イザドア・ヒル（Isadore Hill）が参加した」、さらに、
5 月 16 日に掲載されたある討論会の報告記事の一部では「フローレンス・スピア
（Florence Spear）嬢は『日本人の見地からの日本人問題』について話した」などの
記述がある（B’nai B’rith Messenger 2 May 1913, 3 ; 9 May 1913, 6; 16 May 1913, 3）。
この 3 つの記事に共通しているのは、ミーティングの参加者に 1913 年外国人土地法
に関心のある者がいたことであるが、1913 年外国人土地法に関する話題が具体的にど
のような内容であったかは不明である。  
また、1913 年 5 月 16 日の『ブネイ・ブリス・メッセンジャー』では、ある晩餐
会における講演の報告記事の一部に「ゲストの M・S・レヴィ（M. S. Levy）博士は、
日本人を狙った外国人法案に抗議するよう人びとに促した」という内容の記載がある













という［後略］（Emanu-el 16 May 1913, 2）。 
 
また、1913 年 5 月 30 日に『ブネイ・ブリス・メッセンジャー』の社説に掲載さ
















取れない。また、条約とは、本章第 1 節にてふれた 1832 年の米露通商航海条約のこ
とであろう。ここでは、未だ解決されていなかったロシアにおけるアメリカのユダヤ
人のパスポート問題と 1913 年外国人土地法の問題の差異を強調していることに気が



























































（Roediger 1991）。  
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 1924 年移民法に関する先行研究は、政治学的視点から 1924 年移民法の制定要因を
検証したものが顕著である。たとえば、蓑原は埴原書簡23がアメリカ議会に与えた影
響に関して考察し、中村は写真花嫁が 1924 年移民法の制定に与えた影響について検
証している（蓑原 2002; 中村 2015）。また、1924 年移民法の制定過程に焦点をあて
た研究も見受けられ、ポール（Rodman Wilson Paul）は、アメリカ議会における同
法の制定過程を詳説し、飯野は、1924 年移民法制定までをアメリカにおける排日運動
の関係から検証している（Paul 1936; 飯野 1978）。さらに、法学的な視点からの研究
もみられ、パーカー（A. Warner Parker）は 1924 年移民法の帰化不能外国人条項を
考察している（Parker 1925）。 
1924 年移民法の制定には、1921 年移民法（Immigration Act of 1921）が大きくか






































最終的には、1924 年 5 月 26 日にカルヴィン・クーリッジ（Calvin Coolidge）大統領
により署名がなされ、1924年 7月 1日より 1924年移民法は施行されることになった。 
では、この 1924 年移民法にカリフォルニア州の人びとはどのような反応を示して
いたのであろうか。1924 年移民法にクーリッジ大統領の署名がなされた 1924 年 5 月
26 日にカリフォルニア州で発行された『サンタクルーズ・ニューズ』（Santa Cruz 
News）の夕刊には、「大統領が反日本人法案にサインした」という記事がトップペー













析を通じて、ユダヤ人が「沈黙」を貫いた背景を検証する。1924 年移民法は 1921 年
移民法の影響を受けていることから、新聞の分析期間は 1921 年から 1924 年移民法が



































表 15 は、1925 年から 1940 年までの『羅府新報』の発行部数の推移を示したもの
である。表 15 から、1924 年移民法が制定された翌年 1925 年には、約 7,200 部の『羅
府新報』が発行されていたことがわかる。  
 
表 15 『羅府新報』の発行部数の推移                 （単位: 部） 
1925 年 1930 年 1935 年 1940 年 
7,225 8,033 8,803 8,523 






響について、詳説している（安冨 2001; 2002; 2003）。さらに、山本と田村による『羅
府新報』の経営や広告の分析、東元による『羅府新報』を通じた移民新聞の盛衰と同
化の関係にかかわる考察など、『羅府新報』を分析した研究はわが国において数多く
見受けられる（山本・田村 1983; 東元 1987）。 
『新世界』と『日米新聞』は第二次世界大戦開戦までサンフランシスコ地区の日系
紙ジャーナリズムを二分し、また、日系人社会の世論にとって重要な役割を果たした












邦字新聞デジタル・コレクション（Hoji Shinbun Digital Collection, Hoover 
Institution Library & Archives, Stanford University）24を活用した。このコレクシ
ョンは海外在住の日本人や日系人が発行した日系新聞を集めたオンラインのオープン




えよう。今回は、表 16 のようなユダヤ人に関連があると思われる 4 つのキーワード
を用いて検索を行った。 
 
表 16 ライブラリー＆アーカイブス邦字新聞デジタル・コレクション検索キーワード  




といえば、1903 年から 1906 年ころにかけてのロシアでのポグロム25や第二次世界大
戦期のドイツのナチスによるものが顕著であるが、記事を検証する限りでは、それ以
外にも大規模な迫害が世界中で行われていたことを確認することができる26。 
たとえば、1921 年 2 月 27 日の『新世界』では、「一千名以上の猶太人を虐殺」と
いうタイトルでウクライナにおいてユダヤ人が反過激派軍により殺害されたとの記事
が掲載されており、1921 年 6 月 12 日の『羅府新報』では、「露西亜人の排猶太人熱」
というタイトルにて、ロシア国内で排猶太協会同盟という組織が行っている反ユダヤ
主義的運動の様子が描かれている（『新世界』1921 年 2 月 27 日, 1;『羅府新報』1921
年 6 月 12 日, 5）。また、1921 年 7 月 8 日の『羅府新報』でも、「十万猶太人殺害」と
いうタイトルにて、ウクライナでユダヤ人が 100,000 人殺害されたが未詳であるとい
                                                   
24 https://hojishinbun.hoover.org/?l=ja よりアクセス可能である。 





う記事が掲載されている（『羅府新報』1921 年 7 月 8 日, 1）。その翌年 1922 年 6 月 9
日の『日米新聞』ならびに『羅府新報』にも、それぞれ「南露猶太人虐殺」、「ウクラ
イナの猶太人虐殺」というタイトルで、数千の猶太人が殺されたとの記事がある（『日
米新聞』1922 年 6 月 9 日, 1; 『羅府新報』1922 年 6 月 9 日, 1）。さらに、1923 年 4
月 13 日の『日米新聞』では、「波国猶太人追放」というタイトルで、ポーランドから




る記事を掲載している（『日米新聞』1923 年 4 月 13 日, 1; 『羅府新報』1923 年 10
月 9 日, 1）。このように、このころのユダヤ人は、世界各国で激しい迫害にさらされ
ており、それは命にかかわる規模であったことがわかる。  
 当時のこれらの新聞にはアメリカ国内の反ユダヤ主義に関する記事も掲載されてい
る。1921 年 1 月 18 日の『新世界』には、「米国内反猶太人宣伝」というタイトルで、
アメリカ国内にユダヤ人に対する反感を煽動する運動があり、ウィルソン大統領や、
タフト前大統領等の名前を濫用して、ユダヤ国家の建設の観念を非難する出版物が盛


















排斥に関しては、1923 年 4 月 11 日の『羅府新報』にも「ハ［ー］バード大学人種差
別を撤発す」というタイトルの記事が掲載されており、ハーバード大学でユダヤ人と
黒人に対する反感があるが人種差別を行わないことに決定したと報じている（［ ］内










し（［ ］内は筆者付加）（『羅府新報』1921 年 1 月 11 日, 1）。 
 
カリフォルニア州議会にとどまらず、アメリカ国内の反ユダヤ主義はハーディング














                                                   
27 ハーバード・プランについては、北美幸. 1999.「合衆国の高等教育機関におけるユ























の記事にも見受けられる。たとえば、1922 年 7 月 21 日の『羅府新報』の「中日啓発
講演会」というタイトルの記事では、中日啓発講演会にて、大山領事28が在米同胞の
運命は日系市民が善良であるかどうかであると述べた上で、アメリカのユダヤ人と黒
人の比較例を出して教育の必要性を主張したと伝えている（『羅府新報』1922 年 7 月
21 日, 6）。 





                                                   
28 1923 年から 1925 年まで在サンフランシスコ日本領事館の総領事を務めた大山卯












1924 年 6 月 2 日, 7）。 
 
さらに、1922 年 2 月 23 日の『日米新聞』の「自力主義 在米同胞の悔悟を要する
時」というタイトルの記事や 1923 年 5 月 25 日の『羅府新報』の「実力養成 何より
も急務」というタイトルの記事でも同様にアメリカのユダヤ人を日系人が排斥に打ち














り［後略］（［ ］内は筆者付加）（『日米新聞』 1922 年 2 月 23 日, 1）。 
 








































































































第 3 章 第二次世界大戦期のユダヤ人と日系人 
第 3 章では、第二次世界大戦期におけるユダヤ人と日系人の接点を探っていく。 









しかし、1939 年 9 月、ドイツによるポーランド侵略をきっかけに第二次世界大戦
が勃発した。アメリカは、第二次世界大戦に参戦していなかったものの、1941 年に制
定された武器貸与法（Lend-Lease Acts）29や大西洋憲章（Atlantic Charter）30の調











に、アイゼンバーグの緻密な研究に影響を受けている。そこで、第 3 章第 1 節におい
ては、アイゼンバーグの著書 The First to Cry Down Injustice? の内容と問題意識を
整理しながら、その特徴と課題点を考察することを試みる。  




軍縮、国際平和機構の再建などを明記した憲章（有賀・油井 2003, 301）。 
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第 1 節 日系人の強制収容とユダヤ人 
The First to Cry Down Injustice? は、以下のようにイントロダクションとエピロ
ーグ、そして 4 つの章から構成されている。 
 
Introduction 
Chapter 1. Western Jews Whiteness, and the Asian “Other” 
Chapter 2. A Studious Silence: Western Jewish Responses to Japanese Removal 
Chapter 3. To Be the First to Cry Down Injustice? 


























































































































































































































の分析を第 2 章第 3 節と同様にスタンフォード大学フーヴァー研究所のライブラリー
＆アーカイブス邦字新聞デジタル・コレクションを用いて行う。具体的な分析期間は、
第二次世界大戦がはじまった 1939 年 9 月から強制収容の影響により『日米新聞』が
発行を停止した 1942 年 5 月という範囲を設定した31。 
20 世紀初頭から第二次世界大戦期までの間、カリフォルニア州は、アメリカ西部の
中心地として大きな発展をとげた。表 17 は、1910 年代後半から 1940 年にかけての




                                                   
31 ただし、『羅府新報』については、カリフォルニア大学ロサンゼルス校から発行さ
れているマイクロフィルムが、1942 年 3 月までの収録であることから、分析期間を
1942 年 3 月までとした。また、『日米新聞』については、2018 年 10 月 11 日時点で




表 17 1910年代後半から 1940年までのアメリカ西部主要州の人口の推移（単位: 人） 
 















る傾向にあった。表 18 より、西部のユダヤ人人口が 1907 年時点で 64,700 人、1937
年時点で 213,885 人であることから、20 世紀初頭のロサンゼルスのユダヤ人人口は、
西部ユダヤ人人口の約 1 割であったのに対し、第二次世界大戦直前には、実に西部ユ






888,243  783,389  951,790  
1,089,684  










1918年 1920年 1930年 1940年 
カリフォルニア州 オレゴン州 ワシントン州 
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表 18 20 世紀前半のアメリカ国内のユダヤ人人口分布の推移     （単位: 人） 
 
出典: American Jewish Year Book. 1939, p.184 より作成. 
 
表 19 1910 年代後半から 1930 年代後半にかけてのアメリカ西部主要州のユダヤ人
人口の推移                            （単位: 人） 
 






90,185 155,251 225,940 248,750 












1907年 1917年 1927年 1937年 







13,075  11,649  9,117  10,030  











1918年 1920年 1927年 1937年 




表 20 第二次世界大戦までのロサンゼルスのユダヤ人人口の推移     （単位: 人） 
 













る地区であった。1940 年時点で、ボイル・ハイツには 85,000 人の居住者がおり、ユ
























にあった（Vorspan and Gartner 1970, 205-206）。また、クー・クラックス・クラ
ン（Ku Klux Klan）32やファシスト団体からの迫害もみられた。たとえば、1935 年 9








表 21 第二次世界大戦までのロサンゼルスの日系人人口の推移       （単位: 人） 
 
出典: 新日米新聞社. 1961, p.521, p.523, p.526より作成. 
 




















1906年 1911年 1916年 1921年 1926年 1930年 1940年 
72 
 
20 世紀初頭に 5,000 人弱だったロサンゼルスの日系人人口は、サンフランシスコ大
震災以降から徐々に上昇し、1940 年には 30,000 人を超えるまでに増加している。第
1 章の表 9 より、1940 年のカリフォルニア州全体の日系人人口が約 93,000 人であっ
たことから、実に、州内の日系人人口の 3 分の 1 がロサンゼルスに居住していたこと
になる。そして、この間に、日系人の世代の割合も大きな変化をみせた。20 世紀初頭
において日系人人口の大部分を占めていたのは一世であったが、1940 年には、ロサン
ゼルスの日系人人口 31,000 人のうち、一世が 12,000 人、二世が 17,000 人、三世が
2,000 人となり、半分以上をアメリカ生まれの二世が占めるようになった（新日米新







表 22 1940 年のロサンゼルスの日系人の職業区分          （単位: 人） 
庭園業 2,900     果菜従業員 1,500   果菜店グロサリー 673  
 商店員 450   家庭働 400   ホテル・ルーム 330  
 洋食店従業員 260  市場従業員 250  農産物仲買商 128 
 洋食店 127  洗濯・洗染所 122 植木園 106 













表 23 ライブラリー＆アーカイブス邦字新聞デジタル・コレクション検索キーワード  
猶太 イスラエル ジュウ ユダヤ 
Anti-Semitism Israel Jews Jewish 
Jews  Judaism  Semitism  
 
『日米新聞』ならびに『羅府新報』内のユダヤ人にかかわる記事については、主に
















掲載している。たとえば、1941 年 3 月 8 日の『日米新聞』では、「日本で住みたい 流
浪のユダヤ人群 波国領事館へ査証願」というタイトルで、ポーランドから逃れてき
たユダヤ人が大阪のポーランド領事館に殺到したという記事を掲載している（『日米新









ども取りあげられていたのは興味深い（『羅府新報』1939 年 9 月 28 日, 3, 英語欄 10; 









れている（『羅府新報』1939 年 9 月 23 日, 4）。図 1 は、その実際の記事である。 
 
図 1 ユダヤ教の祭日が農産市場に与える影響に関する記事 
 



























ないと主張している（『日米新聞』1940 年 9 月 14 日, 英語面 1）。一方、『羅府新報』






















































図 2 南カリフォルニアで展開されていた反ユダヤ主義キャンペーンを批判する記事  
         
出典:『羅府新報』1941 年 8 月 24 日, 英語面 p.4. 
 


















































れた。次の記事は、1941 年 3 月 14 日の『羅府新報』に掲載されていたものである。 
 
カトリック、プロテスタント、ユダヤ、ニグロ、日系二世の代表が、私はアメリ
カ人週間（I am an American Week）の計画を練るためにフレッチャー・ボウロン
（Fletcher Bowron）ロサンゼルス市長のオフィスに集まった。左から日系アメリ
カ人市民協会のフレッド・タヤマ（Fred Tayama）、ボウロン市長、ジョセフ・A・
ボーガン（Joseph A. Vaughan）神父、ユダヤ・コミュニティ協議会（Jewish 
Community Council）のアーロン・リッシュ（Aaron Riche）、有名なニグロの歌手
であるクラランス・ミューズ（Clarence Muse）である。俳優エドワード・アーノ
ルド（Edward Arnold）は昨日、私はアメリカ人基金（I am an American Foundation）

































       
出典:『羅府新報』1941 年 3 月 14 日, 英語面 p.1. 
 




  昨日、モーリー・ミトワ（Mollie Mittwer）から受けた知らせによると、外国人
の指紋登録に反対する準備を行っている委員会のミーティングが、明日の 15 時に
ロマ・ドライブ（Loma Drive）にて開催される。ユダヤ人女性協議会（Council of 
Jewish Women）は、労働弁護士であり、州の職員でもあるキャリー・マクウィリ
アムス（Carey Mcwillams）が出席するそのミーティングのスポンサーである。日










録法（Alien Registration Act of 1940）のことを指している。右崎によれば、上院司
法委員会（Senate Committee on the Judiciary）による外国人登録法の提案理由は以












                                                   
























書も執筆している39。この記事の日付が 1940 年 7 月のものであることから、ここで
ふれられている「新しくつくられた外国生まれの人びとを守るための西部委員会」と







論の自由の観点からユダヤ人はそれらの法案に反対した（Dollinger 2000, 68-69）。 
                                                   
39  Carey McWilliams. 1944. Prejudice: Japanese-Americans, Symbol of Racial 




次の記事は、1941 年 7 月 31 日の『羅府新報』に「マイノリティの権利」というタ
イトルで掲載されたものである。 
 
マイノリティを守るための委員会（Committee to Defend Minority）のオープン




た。8 月 13 日のプログラムの入場料は 20 セントの予定である。二世が出席するよ












  日系アメリカ人市民協会の会長であるキド・サブロウ（Kido Saburo）は、9 月
30 日の火曜日にカリフォルニア大学で開催される「挙国一致と集団摩擦」（National 
Unity and Group Conflicts）に関するディスカッションのパネルグループのメンバ























   















































そこで、第 3 章第 2 節では、第 1 節での課題を受け、第二次世界大戦初期に発行さ
れていたカリフォルニア州の日系新聞である『日米新聞』ならびに『羅府新報』を用



































人の反応に影響を与える要因のひとつであるといえるであろう。   
88 
 







色濃く、また、1924 年移民法の国別割当を踏襲したことから物議を醸した。  



















                                                   
40 この地域に該当したのは、アラビアからインドネシアにいたる南アジア（インド、
ビルマ、タイ、マレー諸島、東インド諸島、ポリネシア、アラビアの一部とアフガニ
スタン）などである。中国と日本は、すでにそれぞれ 1882 年の排華移民法と 1908
年の日米紳士協定を締結していたため含まれなかった。この規定により、教師、商人、
学生以外のすべてのアジア人の入国が禁止された。また、フィリピンとグアムは、当





ン（Harry S. Truman）大統領の移民帰化特別委員会（President’s Special Commission 
on Immigration and Naturalization）が果たした役割、そして、1952 年移民国籍法
に対する日本の移民問題観、対米観を検証した（菅 2003; 2005; 2010）。さらに、川
上は、1952 年移民国籍法制定直後に、法学的な視点からその内容を詳細にわたり解説





第 4 章では、1952 年移民国籍法へのユダヤ人の対応を検証することにより、日系
人を含むアジア人への帰化権の付与に対するかれらの反応とその背景を考察する。第
1 節では、アメリカの主要な移民法の変遷と 1952 年移民国籍法の制定過程を詳説す
る。 





第 1 節 アメリカの移民法の変遷と 1952 年移民国籍法の制定 
 1952 年移民国籍法を検証する上で、アメリカにおける移民法の変遷を整理すること
は必要不可欠である。よって、ここでは、日本人のアメリカへの本格的な移住が開始
された 19 世紀後半から 1952 年移民国籍法制定までの主要な移民法の変遷をたどる。 
19 世紀後半、実際に機能するものとしてはじめて規制的移民法がアメリカで制定さ
れた。それは、1882 年移民法（Immigration Act of 1882）である。1882 年移民法は
有罪判決が確定している既決囚、精神異常者、心神喪失者、そして生活保護に頼らざ
るを得ない者のアメリカへの入国を禁止した。そして、その後、1882 年移民法は 1885
年移民法（Immigration Act of 1885）と 1887 年移民法（Immigration Act of 1887）
で修正され、契約労働者の入国が禁止された。また、1888 年移民法（Immigration Act 
of 1888）での修正では、移民法に違反して入国した者の国外追放が可能となり、その
後も、この法律は 1889 年移民法（ Immigration Act of 1889）、1891 年移民法
（Immigration Act of 1891）、そして、1895 年移民法（Immigration Act of 1895）と







20 世紀に入り、1903 年移民法（Immigration Act of 1903）では、入国者の政治思
想、病気、経済状況なども規制の基準とされ、入国規制の枠が拡大されていった。そ
の後、1907 年移民法（Immigration Act of 1907）において 1903 年移民法が修正され、
アメリカ本土以外を目的地とした旅券によるアメリカ本土への入国を拒否できる条文
が加えられた。この 1907 年移民法のアメリカ本土以外を目的地とした旅券に関する
























がとられ、1921 年移民法の期限を 1924 年まで延長する 1922 年移民法（Immigration 
Act of 1922）が制定された。この 1921 年移民法は、1910 年の国勢調査を基準とした
出身国別の移民割当制度を採用していた。 
 1924 年には、1952 年移民国籍法に大きな影響を与えた移民法が制定された。それ










                                                   
41 髙佐によれば、1906 年およびその後の識字テストに関する法案を廃案に追い込む
運動をリードしたのは、ユダヤ人が主催した全国自由移民同盟（National Liberal 











1947 年、第 80 議会へ移民・帰化法にかかわる 5 つの法案が提出された。1 つ目は、
チャールズ・R・クレーソン（Charles R. Clason）下院議員による下院 45 法案、2
つ目は、ウィリアム・ランガー（William Langer）上院議員による上院 602 法案、3
つ目は、フィリップ・J・フィルビン（Philip J. Philbin）下院議員による下院 2112
法案、4 つ目は、J・ハワード・マックグラス（J. Howard McGrath）上院議員によ
る上院 1655 法案、そして最後は、ウォルター・ジャッド（Walter Judd）下院議員















80 議会では審議されず、第 81 議会に下院 5004 法案として新たに提出された。しか
し、この法案も立法化されることはなかった。 










た」と語る（浅野 1962, 283）。 
その後、1951 年、反差別委員会は第 82 議会にウォルター下院議員が提出した新た
な下院 2379 法案を支持した。この第 82 議会には、下院 2379 法案のほかに、移民帰
化法にかかわるいくつかの法案が提出されていた。そして、そのうちのひとつが、上
院に提出されていたマッカラン上院議員の上院 716 法案であった。ウォルター下院議
員の下院 2379 法案は、1924 年以前からアメリカに定住していた日系人やそのほかの
アジア人の帰化平等化を訴え、マッカラン上院議員の上院 716 法案は、現行の移民帰
化法を修正し、全アジア太平洋諸国に割当移民を許容し、国籍法から人種差別を削除



















案である下院 5678 法案として、1952 年 6 月に両院を通過した。この下院 5678 法案
はトルーマン大統領によって拒否権を発動されたが、上院ならびに下院での投票によ


















本節では、主に、1948 年に開催されたジャッド下院議員の下院 5004 法案の公聴会













































  この下院 5004 法案は、帰化したアメリカ市民になることの特権は、人種や性別、
もしくはその人物が結婚しているかで拒まれたり、奪われたりしないということを
規定する（U.S. Cong. 1948, 147）。 
 
直前の証言者がマイク・マサル・マサオカ（Mike Masaru Masaoka）42であったた





























おける共同のそして分離した活動を行うことへの誓約である。そして、第  55 条は、
人権、人種、性別、言語そして宗教による差別のない、すべての人びとのための基
本的自由の遵守と均質の尊重を進めることを規定する。  
                                                   
43 1941 年 12 月の真珠湾攻撃後、アメリカ西海岸地区司令官ジョン・Ｌ・デウィット
（John L. DeWitt）中将により 1942 年 2 月にアメリカ西海岸に住む日系人に対し出
された命令。ヒラバヤシは夜間外出禁止令違反で出頭し、司令官にこのような権限を
与えたことならびに日系人のみを対象とした夜間外出禁止令は憲法違反であると主張

































































Cong. 1948, 152）。 
 








いる。表 24 は、リストに記載されていたユダヤ系団体である。 
 
表 24 下院 5004 法案を支持しているユダヤ系団体リスト 
American Jewish Congress 
Council of Jewish Women 
Jewish Labor Committee 
Jewish Relations Council 
Jewish Survey and B’nai B’rith Committee 
National Conference of Christians and Jews 
Oakland Jewish Federation 
San Francisco Conference of Christians and Jews 
























（Leo Szilard）、ニールス・ボーア（Niels Bohrr）、エンリコ・フェルミ（Enrico 
Fermi）のすべてはアングロサクソンの名前ではなく、バックグラウンドも祖先も
アメリカではない［中略］実際、150,000 人の割当のうちの 6 分の 1 はドイツの割
当である。ヒトラーのもとで教育されたドイツ人は、全体主義政府とそのプロパガ
ンダに服従していたが、全体主義政府の場所で生活していない国の人びとより良い
市民になるといえるだろうか（［ ］内は筆者付加）（U.S. Cong. 1951, 380-381）。 
 































内に 84,058 人の日系の外国人と 3,189 人の韓国系の外国人がいると指摘し、それら







表 25 1951 年に開催された移民帰化混合法案の公聴会で証言ならびに意見書を提出
したユダヤ系団体 
Rabi Bernarad J. Bamberger（President of the Synagogue Council of America） 
Bernard Weinhaum（National Legislative Director, Jewish War Veterans of the 
United States of America） 
Mrs. Elsie Elfenbein（Executive Director, National Council of Jewish Women） 
Simon H. Rifkind（on behalf of the Synagogue Council of America, the American 
Jewish Committee, the American Jewish Congress, the Anti-Defamation League 
of B’nai B’rith, the Jewish Labor Committee, the Jewish War Veterans of the 
United States, and 27 Local Community Council, the Hebrew Immigrant Aid 
Society（HIAS）, and United Service for New Americans（USNA）） 
Mrs. Sonia Smick（Director of Service of Foreign-born, New York Section, 
National Council of Jewish Women） 
Will Maslow（General Counsel, American Jewish Congress） 


























































アメリカユダヤ人委員会の実行委員会は年に 2 回、5 月と 10 月に行われ、2 日間に
わたり開催されていた。実行委員会の議事録にマッカラン上院議員とウォルター下院
議員の法案に関連した記録が記載されたのは、1952 年 5 月 10 日から 11 日に行われ
た実行委員会の議事録からであった。議事録には、アメリカユダヤ人委員会移民に関









Executive Committee 10-11 May 1952, 18）。マッカラン上院議員の法案が上院に上
程されたのが 1952 年 5 月 8 日であり、この実行委員会が開催されたのが 1952 年 5













Minutes, Executive Committee 10-11 May 1952, 18）。 
南・東欧には、第二次世界大戦の影響で多くの難民がおり、1948 年にアメリカは流























1952 年 10 月 25 日から 26 日に行われた実行委員会の議事録にも 1952 年移民国籍


































ない移民と帰化の政策」を切望していると主張する（AJC Minutes, Executive 
Committee 25-26 October 1952, 21-22）。この移民帰化特別委員会とは、1952 年 9









 なお、1952 年 10 月 25 日から 26 日に行われた実行委員会の議事録には、リーマン
上院議員が実行委員会に出席していた記録が残されている。実行委員会において、リ
ーマン上院議員は、1952 年移民国籍法に対する大統領の拒否権が覆された要因を詳説
し、制限のない移民法の必要性を説いている（AJC Minutes, Executive Committee 
25-26 October 1952, 18-19）。 
1953 年 5 月 2 日から 3 日に行われた実行委員会の議事録にも 1952 年移民国籍法に
関する記録が残されている。1952年 12月 24日に 1952年移民国籍法は施行され、1953
年 1 月にはドワイト・D・アイゼンハワー（Dwight D. Eisenhower）が大統領に就任
した。議事録には、アメリカユダヤ人委員会実行委員会の議長であるアーヴィング・






Minutes, Executive Committee 2-3 May 1953, 13）。この有事立法とは、1953 年に制












































Un-American』という非難の応酬が行われた」という（菅 2001, 69）。 
さらに、1953 年 10 月 24 日から 25 日に行われた実行委員会でも引き続き、1952
年移民国籍法に関する非難がなされている。まず、議長のエンゲルは「伝統的にこの
問題におけるわれわれの深い関心は、迫害された外国から避難を求める多くのユダヤ
人がいたことに起因する」とした上で、1952 年移民国籍法の条項は 1924 年の移民法
を採用した国別割当であり、ユダヤ人とカトリックの移民を意図的に制限することを
目的としてつくられたものであると主張する（AJC Minutes, Executive Committee, 




く、その苦しい現状が報告されている（AJC Minutes, Executive Committee 24-25 
October 1953, 12-13）。 
くわえて、1954 年 5 月 8 日から 9 日に行われた実行委員会の議事録の追加資料「移
























自由世界のほかの国家との関係を促進するであろう（AJC Minutes, Executive 
Committee 8-9 May 1954, Appendix F, 2）。 
 
























せる徹底的な努力を要求した［後略］（AJC Minutes, Executive Committee 7-8 May 
1955, 9）。 
 
 そして、議事録の追加資料「アメリカ合衆国の移民政策への意見（Statement on 




る」と主張し、議事録を締めくくっている（AJC Minutes, Executive Committee 7-8 
May 1955, Appendix A, 1）。そして、この 1955 年の実行委員会の議事録を最後に、




会アーカイブス（American Jewish Committee Archives）45にはそれを知る手がかり
がある。このアーカイブス内では、アメリカユダヤ人委員会により作成された『アメ
リカの移民政策における最近の発展』（ Recent Developments in American 
Immigration Policy）という資料が公開されている。その資料では、アメリカの移民
法の変遷や 1952 年移民国籍法の内容が詳説されており、その中に、「マッカランの成























































にその背景を考察してきた。まず、第 4 章第 1 節において、アメリカの主要な移民法
の変遷ならびに 1952 年移民国籍法の制定過程を詳述した。 











































のは 1960 年代にはじまったブラック・パワー運動 46と第三次中東戦争であった










市民的自由法の制定の要因を詳細にわたり分析している（竹沢  1994; Hatamiya 
1992; 石井 2008）。また、山倉は、日系人の強制収容から市民的自由法制定までを法
制史の角度から考察し、大八木は、エディソン・ウノ（Edison Uno）による補償要求
とその背景を検証している（山倉 2011; 大八木 2004）。さらに、在米日系ペルー人
による補償運動の過程、ライフストーリーを通じた日系人としてのアイデンティティ

















第 1 節では、まず、市民的自由法の制定過程について概観する。その上で、第 99
議会下院 442法案の公聴会資料を通じてユダヤ系団体の市民的自由法に対する反応と
その背景を検証する。この第 99 議会の下院 442 法案の公聴会では、ユダヤ系団体が
証言を行っている。 
















院 5499 法案がダニエル・K・イノウエ（Daniel K. Inouye）上院議員ならびにジム・
ライト（Jim Wright）下院議員により提出された。そして、1980 年、戦時民間人転
住・収容に関する委員会（Commission on Wartime Relocation and Internment of 
Civilians）47がジミー・カーター（Jimmy Carter）大統領の署名により設置され、翌









が立法化されることはなかった。しかし、1987 年に提出された下院 442 法案が下院




                                                   






表 26 公聴会が開催された市民的自由法にかかわる法案とユダヤ系団体の活動 




第 96 議会 1980 年 6 月 2 日 下院 5977 反名誉棄損同盟 意見書の提出 
第 98 議会 1983 年 7 月 27 日 上院 1520 なし   
第 98 議会 
1984 年 6 月 20 日 





1984 年 6 月 27 日 
1984 年 9 月 12 日 
第 98 議会 
1984 年 8 月 16 日 
1984 年 8 月 29 日 
上院 2116 なし   
第 99 議会 
1986 年 4 月 28 日 
1986 年 7 月 23 日 








第 100 議会 1987 年 4 月 29 日 






第 100 議会 1987 年 6 月 17 日 上院 1009 反名誉棄損同盟 意見書の提出 
出典: Congressional Information Service. 1989, pp.194-201をもとに作成. 
 











 ここからは、1986 年 4 月 28 日に開催された第 99 議会下院 442 法案の公聴会の記
録を中心に市民的自由法に対する反名誉棄損同盟の反応を考察する。この公聴会では、
ユダヤ系団体ブネイ・ブリスの反名誉毀損同盟の差別に関する全国委員会（National 
Committee on Discrimination, Anti-Defamation League of B’nai B’rith）の副議長ル
ース・ランスナー（Ruth Lansner）が証言を行い、アメリカユダヤ人委員会ならびに
反名誉棄損同盟により意見書が提出されている。アメリカユダヤ人委員会の意見書は、




















る（U.S. Cong. 1986, 760-761）。 
 

























































































支援を評価する（佐藤 2000a, 197-198）。 











































































で恥ずべき出来事である。アメリカ自由人権協会（American Civil Liberties Union）
は、拘禁をアメリカ史における画一的で大規模なアメリカ市民の公民権の侵害であ
るとした。悲しむべきは、当時、ほとんどのアメリカ人がそれを疑問に思わなかっ
たことであった。大部分の人びとが、120,000 人の日系アメリカ人（3 分の 2 がア
メリカ市民であり、合衆国憲法により市民的自由の保護を保証されていた）の強制
収容を支持、もしくは黙認した。なぜこのようなことが起こったのであろうか（U.S. 









































Subcommittee on Administrative Law and Government Relations）が大きく関わっ
ており、当時、その委員会の委員長はフランク下院議員であった。フランク下院議員
が委員長に就任していたことについて、石井は「フランクは『民主的行動のためのア









が、1987 年 4 月 29 日の公聴会に提出された日系アメリカ人市民協会政治教育委員会


























表 27 ウエハラが証言書に添付した補償を支持する公民権／エスニック団体リスト 
公民権／エスニック団体 
American Civil Liberties Union Foundation 
ACLU of Monterey County 
American Jewish Committee 
American Jewish Congress 
American Jewish Congress Executive Committee 
American Jewish Congress of No. Calif. Division 
Anti-Defamation League of B ’nai B’rith 
Anti-Defamation League, Nat’l Civil Rights Exec. Comm. 
Chinese American Citizens Alliance 
Chinese American Service League 
Jewish Community Council of Greater Washington, D.C. 
Jewish Community Relations Council of Greater Eastern Bay 
Jewish Community Relations Council of S. New Jersey 
Jewish Community Relations Council of Greater Philadelphia 
Jewish Community Relations Council of Seattle 
Jewish Community Relations Council of National Advisory Bd. 
National Council of La Raza 
Pan American Nikkei Association 





表 28 ウエハラが証言書に添付した補償を支持する退役軍人団体のリスト 
退役軍人団体 
34th Infantry Division Association of Chicago 
34th Infantry Division Association of Minneapolis 
503 Parachute RCT Association American Legion, Chicago Nissei Post 1183 
American Legion, 6th Dist. Council, Dept. of Illinois 
American Legion, 66th Nat’l Covention 
Jewish War Veterans of the USA 
Veterans of Foreign Wars 
Veterans of Foreign Wars, Americanism Com., Dept. of Calif. 64 th Ann’l Convention 
Vet. of Foreign Wars, Dept. of CA 
Veterans of Foreign Wars, USA, 85th Nat’l Convention 
Veterans of Foreign Wars, Dept. of North Dakota 
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